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明 細 書

発明の名称 ：回転電機及び車載回転電機システム

技術分野
[0001 ] この発明は、回転電機及びその回転電機を使用する車載回転電機システム

に関する。

背景技術
[0002] J P — H 0 9 — 2 3 3 7 0 9 —A に示されるように、バッテリーによって

走行する電気車輛等では、回転電機を駆動制御する回路と、外部用電力移動

回路（主は充電回路）を保有 している。

発明の概要
[0003] しかしながら、これらの回路はサイズが大きく、よりコンパクト化するこ

とが望まれている。

[0004] 本発明は、このような従来の問題点に着目してなされた。本発明の目的は

、より小形化 した回転電機及びその回転電機を使用する車載回転電機システ

厶を提供することである。

[0005] 本発明のある態様の回転電機は、ロータ一と、ステ一タ一鉄心と、を含む

。そして前記ステ一タ一鉄心に絶縁状態で巻かれて形成されるとともに、電

力回路に接続される トランス一次コイルと、前記ステ一タ一鉄心に絶縁状態

で巻かれて形成されるとともに、直流交流変換器を介 してバッテリ一に接続

される トランス二次コイルと、を含む。

[0006] 本発明の実施形態、本発明の利点については、添付された図面とともに以

下に詳細に説明される。

図面の簡単な説明

[0007] [ 図1] 図 1 は、本発明による回転電機の第 1実施形態の概略構成を示す断面図

である。

[図2] 図 2 は、本発明による回転電機の第 1実施形態の主要部を示す斜視図で

ある。



[ 図3 ] 図 3 は、本発明による回転電機 を使用する車載回転電機 シ ステ ム を示す

図である。

[ 図4 ] 図 4 は、回転電機 がインホイール タイプである場合の リアク トルの設置

について説明する図である。

[ 図 5 ] 図 5 は、本発明による回転電機 の第 2 実施形態の主要部 を示す斜視図で

ある。

[ 図 6 ] 図 6 は、本発明による回転電機 の第 3 実施形態 を示す断面図である。

[ 図7A] 図 7 A は、本発明による回転電機 の第 3 実施形態 による作用効果 を説

明する図である。

[ 図7B] 図 7 B は、本発明による回転電機 の第 3 実施形態 による作用効果 を説

明する図である。

[ 図8 ] 図 8 は、本発明による車載回転電機 シ ステ ム の 第 2 実施形態 を示す図で

ある。

[ 図 9 ] 図 9 は、本発明による車載回転電機 シ ステ ム の 第 3 実施形態 を示す図で

ある。

[ 図 10 ] 図 1 0 は、本発明による車載回転電機 シ ステ ム の 第 4 実施形態 を示す

図である。

[ 図 11] 図 1 1 は、本発明による車載回転電機 シ ステ ム の 第 5 実施形態 を示す

図である。

[ 図 12 ] 図 1 2 は、本発明による車載回転電機 シ ステ ム の 第 6 実施形態 を示す

図である。

[ 図 13 ] 図 1 3 は、本発明による車載回転電機 シ ステ ム の 第 7 実施形態 を示す

図である。

[ 図 14] 図 1 4 は、本発明による車載回転電機 シ ステ ム の 第 8 実施形態 を示す

図である。

[ 図 15 ] 図 1 5 は、本発明による車載回転電機 シ ステ ム の 第 9 実施形態 を示す

図である。

発明を実施するための形態



[0008] (第 1 実施形態）

< 回転電機の構造>

図 1 は、本発明による回転電機の第 1 実施形態の概略構成を示す断面図で

ある。

[0009] ここでは、回転電機 1 として、 3 相 1 2 極 1 8 スロッ卜の永久磁石型三相

交流モータ一を例に挙げて説明する。また発明のコンセプ トを明確にするた

めに、最初に発明の要旨を簡単に説明する。バッテ リーによって走行する電

気車輛等では、回転電機を駆動制御する回路と、外部用電力移動回路（主は充

電回路）を保有 している。これらの回路は、サイズが大きい。そのためこれら

の回路のサイズを、よりコンパク ト化することが望まれている。これに対 し

て本件発明者は、回転電機を駆動制御する回路と外部用電力移動回路 (主は充

電回路）とは、類似 した部品を多数使っている一方で、同時には使用されない

ことに着目し、回路を共用することに着想 した。具体的な発明内容を以下に

説明する。

[001 0] 回転電機 1 は、ロータ一 1 0 と、ステ一タ一 2 0 と、を含む。

[001 1] ロータ一 1 0 は、シャフ ト1 1 と、ロータ一鉄心 1 2 と、永久磁石 1 3 と

、を含む。

[001 2] シャフ ト1 1 は、ロータ一 1 0 の回転中心軸である。

[001 3] ロータ一鉄心 1 2 は、シャフ ト1 1 の周囲に取り付けられる。ロータ一鉄

心 1 2 は、円形の薄い鋼板が多数積層されて形成される。口一タ一鉄心 1 2

の外周部分には孔が形成される。その孔に永久磁石 1 3 が揷入される。

[0014] 永久磁石 1 3 は、ロータ一 1 0 のほぼ全長に渡って延設される。永久磁石

3 は隣接する永久磁石の磁極が互いに相違するよう配置される。

[001 5] ステ一タ一 2 0 は、ステ一タ一鉄心 2 1 と、ステ一タ一コイル 2 2 と、を

含む。ステ一タ一 2 0 は、ロータ一 1 0 の外周に配置される。

[001 6] ステ一タ一鉄心 2 1 は、薄い鋼板が多数積層されて形成される。ステ一タ

—鉄心 2 の内周側にはティース 2 が形成される。そのティース 2

に絶縁層を介 してステ一タ一コイル 2 2 が巻かれる。



[001 7] ステ一タ一コイル 2 2 に電流が流れると磁束が生 じて永久磁石 1 3 に反発

力/ 吸引力が発生する。 この結果、 ロータ一 1 0 がシャフ ト1 1 を中心 に回

転する。

[001 8] ステ一タ一鉄心 2 には、孔 2 a が形成 される。本実施形態では、 ステ

—タ一鉄心 2 の一部が凸設 されたタブ 2 2 が形成 される。 このタブ 2 1

2 に孔 2 a が形成 される。

[001 9] 図 2 は、本発明による回転電機 の第 1 実施形態の主要部 を示す斜視図であ

る。

[0020] ステ一タ一鉄心 2 1 のバ ックヨーク 2 1 3 に沿 って、 U相交流電力線、 V

相交流電力線及びW相交流電力線が配置 される。 また中性点である N線が配

置 される。テ ィース 2 1 1 に形成 されたステ一タ一コイル 2 2 は、 N線 とい

ずれかの交流電力線 とに接続 される。図 2 では、左のテ ィース 2 1 1 に形成

されたステ一タ一コイル （U相 コイル）2 2 は、 N線及び U相交流電力線 に接

続 される。真 中のテ ィース 2 1 1 に形成 されたステ一タ一コイル （V 相 コイル

) 2 2 は、 N線及び V 相交流電力線 に接続 される。右のテ ィース 2 1 1 に形成

されたステ一タ一コイル 2 2 (W相 コイル）は、 N線及びW相交流電力線 に接

続 される。図 2 の左右は省略されているが、 これが順次繰 り返 される。

[0021 ] —次 コイル 4 及び二次 コイル 4 2 は、孔 2 a 及びステ一タ一鉄心 2

の外側 を通 って巻かれる。一次 コイル 4 1 は、後述するように電力回路 に接

続 される。二次 コイル 4 2 は、一端が中性点 （N線）に接続 され、他端が後述

するように直流交流変換器 7 に接続 される。

[0022] このように構成することで、一次 コイル 4 1 及び二次 コイル 4 2 並びにス

テ一タ一鉄心 2 で 卜ランスが形成 される。 このように回転電機 1 の一部 を

共用 して トランス機能 を得 ることがで きるので、別体部品の トランスを用い

る場合 と比較 して全体 と して小形である。

[0023] < 車載回転電機 システムについて>

図 3 は、本発明による回転電機 を使用する車載回転電機 システムを示す図

である。



[0024] 車載 回転 電機 システム S は、 回転 電機 1 と、 直流交流変換器 7 と、バ ッテ

リ一 8 と、 電力回路 9 と、 を含 む。

[0025] 直流 交流変換器 7 は、 回転 電機 1 とバ ッテ リー 8 との間 に設 け られ る。 直

流交流変換器 7 は、バ ッテ リー 8 か らの直流電力 を交流 に変換 す るイ ンバ ー

ター機 能 と、 回転 電機 1 か らの交流電力 を直流 に変換 す るコンバ ー タ一機 能

と、 を併 せ持 つ。 直流交流変換器 7 は、 正側 直流電力線 7 p と、 負側 直流

電力線 7 n と、 U 相 交流電力線 7 2 u と、 V 相 交流電力線 7 2 v と、 W 相

交流電力線 7 2 w と、 を有 す る。

[0026] 正側 直流電力線 7 p は、 バ ッテ リー 8 の正極 に接続 され る。負側 直流電

力線 7 n は、 バ ッテ リー 8 の負極 に接続 され る。 正側 直流電力線 7 口と

負側 直流電力線 7 1 n との間 には、バ ッテ リー 8 に並列 にコンデ ンサ一 7 5

が接続 され る。 コンデ ンサ一 7 5 は、 直流電力 を平滑化 す る。

[0027] U 相 交流電力線 7 2 u は、 回転 電機 1 の U 相 コイル に接続 され る。 V 相 交

流電力線 7 2 V は、 回転 電機 1 の V 相 コイル に接続 され る。W 相 交流電力線

7 2 w は、 回転 電機 1 のW 相 コイル に接続 され る。

[0028] 直流 交流変換器 7 は、 直流電力線 と交流電力線 との間 に 6 つの I G B T モ

ジ ュ一ル （正側 U 相 I G B T モジ ュール，負側 U 相 I G B T モジ ュール，正側

V 相 I G B T モジ ュール，負側 V 相 I G B T モジ ュール，正側W 相 I G B T

モジ ュール，負側W 相 I G B T モジ ュール）を有 す る。

[0029] 各 I G B T モジ ュール （スイ ッチ ングモジ ュール）は、 スイ ッチ ング素子 I

G B T (Insu lated Gate B i o lar Trans i stor ；絶縁 ゲ一 卜型バ イポー ラ トラ

ンジスター）と、 I G B T に逆方 向 に並列接続 された整流素子 （整流 ダイ才一

ド ；Free Whee ng D i ode; 以 下 「F W D 」 と称 す）を含 む。各 I G B T モジ ュ

—ル は、 コン トロー ラ一 1 0 0 のパル ス幅変調 （Pu Lse Wi dth Modu lat i on ；P

WM) 信 号 に基 づいてオ ンオ フす る。

[0030] 回転 電機 1 の一次 コイル 4 1 は、 電力回路 9 に接続 され、差込 口を介 して

最終 的 には車外電源 に接続 され る。

[0031 ] 回転 電機 1 の二次 コイル 4 2 は、 一端 が中性 点 （N 線 ）に接続 され、他端 が



リアク トル 5 1 及びスィツチ 5 2 を介 して負側直流電力線 7 n に接続され

る。

[0032] このような車載回転電機システムにおいて、回転電機 1 を駆動 して走行す

るときは、スィッチ 5 2 をオフする。すると、バッテ リー 8 の電力が直流交

流変換器 7 で交流に変換されて回転電機 1 に供給されて回転電機 1 が駆動さ

れる。また回転電機 1 の回生電力が直流交流変換器 7 で直流に変換されてバ

ッテ リ一 8 に供給されてバッテ リー 8 が充電される。このようにスィッチ 5

2 を用いることで、電流を遮断できる。

[0033] 車外電源を使用 してバッテ リー 8 を充電するときは、スィッチ 5 2 をオン

するとともに、車外電源に接続する。すると、車外電源の交流電力が一次コ

ィル 4 1 に伝わる。そして上述のように、一次コイル 4 1 及び二次コイル 4

2 並びにステ一タ一鉄心 2 で 卜ランスが形成されるので、適正電圧に昇圧

された電力が二次コィル 4 2 から直流交流変換器 7 で直流に変換されてバッ

テ リ一 8 に供給されてバッテ リー 8 が充電される。

[0034] このように本実施形態の車載回転電機システムによれば、一次コイル 4 1

及び二次コイル 4 2 並びにステ一タ一鉄心 2 で、車外電源を使用 して充電

するときの トランスを形成 した。このようにすることで、ノくッテ リ一 8 と車

外電源との間が絶縁される。仮に絶縁されていないと、何 らかの故障が生 じ

たときに、車外電源への差込ジャックにバッテ リ一 8 の高電圧が印加されて

しまう事態が発生 しうる。 しか しながら、本実施形態のように トランスを介

して接続されれば、そのような問題を生 じない。

[0035] そ して本実施形態では、別途 トランスを設けるのではなく、回転電機 1 に

トランス機能を内蔵する。 したがって、別体部品の トランスを用いる場合と

比較 して全体として小形にでき、また製造コス トを安価にすることができる

[0036] また上述の通り、本実施形態では、通常、回転電機 1 を駆動するために用

いられる直流交流変換器 7 を、二次コイル 4 とバッテ リー 8 との間の電力

変換器として利用可能な構成にした。 したがって、充電用の直流交流変換器



をまるまる 1 つ減 らすことができ、小形化が可能になる。

[0037] 図 4 は、回転電機がインホイールタイプである場合の リアク トルの設置に

ついて説明する図である。

[0038] 回転電機の中性点とバ ッテ リー 8 との間のインダクタンス（以下 「零相イン

ダクタンス」 と称す）は、一般的な回転電機では小さい。 このため、 P W M に

よる電流 リップルが巨大化 し、損失、放射 ノイズが増大するという問題があ

る。 これを解決するには、 リアク トルを設ければよい。

[0039] しか しなが ら、充電電流の P W M周波数に同期 した充電パワー変動を吸収

できる、換言すれば、ある程度大きなエネルギー貯蔵能力がある リアク トル

は、サイズが大きい。

[0040] 回転電機 1 がロー ドホイールの内周側に配置されるいわゆるインホイール

タイプの場合に、図 3 に示 した リアク トル 5 1 をモータ一ルーム （プラグィ

ン ノヽイブ' リツ ド電気車輛 (pLug- i n hybr i d e lect r i c veh i c l e ；P H E V ) であ

ればエンジンルーム）に設置 してもよい。 しか しなが ら、 リアク トル 5 1 の

サイズが大きいことか ら、車輛の客室空間を狭める可能性がある。

[0041 ] ところで、インホイールタイプでは、図 4 に示すように、 ロー ドホイール

0 の内側にブレーキ 2 0 2 や、サスペ ンシ ョンメンバ一 2 0 3 が存在す

ることか ら、必然的に回転電機 1 の外周部分に無用な空間が存在することと

なる。

[0042] そこで本件発明者は、 この空間に リアク トル 5 1 を設置することに着想 し

た。 このようにすれば、インホイール回転電機ユニッ トによる空間効率をァ

ップでき、車輛の客室空間を狭めることがない。

[0043] (回転電機の第 2 実施形態）

図 5 は、本発明による回転電機の第 2 実施形態の主要部を示す斜視図であ

る。

[0044] 本実施形態では、回転電機 1 の一部を共用 して、 リアク トル機能をも得る

ように した。具体的には、ステ一タ一鉄心 2 に、ス リツ 卜孔 2 b を形成

する。本実施形態では、特にタブ 2 1 2 にス リッ ト孔 2 1 b が形成される。



そ してス リツ 卜孔 2 b 及びステ一タ一鉄心 2 1 の外側を通るように リアク

トルコイル 5 a を形成する。 リアク トルコイル 5 a は、一端が二次コィ

ル 4 に接続され、他端が直流交流変換器 7 に接続される。

[0045] 本実施形態によれは、 リアク トルコイル 5 1 a 及びステ一タ一鉄心 2 1 で

リアク トルが形成される。 このように回転電機 1 の一部を共用 して リアク 卜

ル機能を得ることができるので、別体部品の リアク トルを用いる場合 と比較

して全体 として小形であ り、 また製造コス トが安価である。

[0046] (回転電機の第 3 実施形態）

図 6 は、本発明による回転電機の第 3 実施形態を示す断面図である。

[0047] 第 1 実施形態では、孔 2 1 a 及びステ一タ一鉄心 2 の外側を通るように

、一次コイル 4 及び二次コイル 4 2 を形成 して トランス機能を実現 した。

これに対 して本実施形態では、互いに対向 し、かつ、所定の ピッチ数及び所

定の分布数でステ一タ一鉄心 2 1 のテ ィース 2 1 1 に、一次コイル 4 及び

二次コイル 4 2 を形成 して トランス機能を実現する。

[0048] —次コイル 4 1 は、第 1 コイル 4 1 1 と、第 2 コイル 4 1 2 と、第 3 コィ

ル 4 3 と、を含む。すなわち一次コイル 4 は、 3 つのコイルか らな り、

分布数が 3 である。 また、第 1 コイル 4 1 1 、第 2 コイル 4 1 2 及び第 3 コ

ィル 4 1 3 は、 6 つのテ ィースに渡 って形成される。すなわち ピッチ数が 6

である。

[0049] 二次コイル 4 2 も一次コイル 4 と同様である。すなわち二次コイル 4 2

は、第 1 コイル 4 2 1 と、第 2 コイル 4 2 2 と、第 3 コイル 4 2 3 と、を含

む。すなわち二次コイル 4 2 は、 3 つのコイルか らな り、分布数が 3 である

。 また、第 1 コイル 4 2 1 、第 2 コイル 4 2 2 及び第 3 コイル 4 2 3 は、 6

つのテ ィースに渡 って形成される。すなわち ピッチ数が 6 である。

[0050] なおステ一タ一鉄心 2 1 の 1 8 個のテ ィースの内、テ ィース 2 1 a には

、一次コイル 4 1 も二次コイル 4 2 も形成されていない。 このように した理

由は後述する。

[0051 ] 図 7 A 及び図 7 B は、本発明による回転電機の第 3 実施形態による作用効



果を説明する図である。

[0052] 本実施形態では、ステ一タ一鉄心 2 1 のティース 2 1 1 に、互いに対向す

るように、一次コイル 4 1 及び二次コイル 4 2 を形成 した。このようにして

—次コイル 4 に交流を流すと、図 7 A に矢印で示すように磁束が生 じて、

相互誘導作用によって二次コィル 4 2 にも交流が流れ、 卜ランス機能を得る

ことができる。すなわち本実施形態によれば、第 1実施形態で必要であった

孔 2 1 a が不要であり、第 1実施形態に比較 してさらに小形になる。

[0053] また本実施形態では、ステ一タ一鉄心 2 1 のティース 2 1 a には、一次

コイル 4 1 も二次コイル 4 2 も形成 しない。このようにすると、図 7 B に矢

印で示すように 卜ランスの漏れ磁束が生 じて、 卜ランスの自己ィンダクタン

スが高まり、 リアク トル作用が発生する。この結果、回転電機の零相インダ

クタンスの不足を補うことができる。 したがって、 リアク トルが不要になつ

たり、又はエネルギー貯蔵能力が小さいリアク トルを使用することができ、

製造コス トを低減できるとともに全体として小形になる。

[0054] また本実施形態では、コイルのピッチ数を、スロット数（1 8 ) を極対数（6

) で除算 した値（3 ) の整数倍にした。コイルの分布数を、スロット数（1 8 ) を

極対数（6 ) で除算 した値（3 ) の整数倍にした。

[0055] このようにすることで、コイルのピッチ数及び分布数が極弧の整数倍長に

なるので、磁石のN極 S極に均等に トランス磁束が流れるため、この磁束に

よる トルク発生を抑制することができる。

[0056] すなわち、巻線係数は、短節係数に分布係数を乗算 して得 られる。つまり

(巻線係数）= (短節係数）X (分布係数）である。巻線係数が零であると

、コイルに電流が流れても トルクが発生 しない。コイルのピッチ数を、スロ

ッ卜数を極対数で除算 した値の整数倍にすることで、短節係数が零になる。

またコイルの分布数を、スロッ卜数を極対数で除算 した値の整数倍にするこ

とで、分布係数が零になる。そこで本実施形態のように構成することで、 卜

ルクを発生することなく、 トランス機能を得ることができるのである。

[0057] (車載回転電機システムの第 2 実施形態）



図 8 は、本発明による車載回転電機システムの第 2 実施形態を示す図であ

る。

[0058] 第 1 実施形態（図 3 ) では、 リアク トル 5 1 及び負側直流電力線 7 n がス

イッチ 5 2 を介 して接続されていたが、本実施形態では、図 3 のスィッチ 5

2 に代えてコンデンサ一 5 3 を使用する。

[0059] このような車載回転電機システムでは、回転電機 1 を駆動 して走行すると

きは、中性点の電圧が、バ ッテ リー 8 の電圧の半分の一定電圧になる。 コン

デンサ一は、交流を流すが直流を流さないという特性がある。 したがって、

回転電機 1 を駆動 して走行するときは、 コンデンサ一 5 3 に電流が流れない

[0060] 車外電源を使用 してバ ッテ リ一 8 を充電するときは、車外電源に接続する

。すると、車外電源の交流電力が一次コイル 4 1 に伝わる。そ して上述のよ

うに、一次コイル 4 及び二次コイル 4 2 並びにステ一タ一鉄心 2 1 で トラ

ンスが形成されるので、適正電圧に昇圧された交流電力が二次コイル 4 2 か

ら流れる。 コンデンサ一 5 3 は交流を流すので、その電力が直流交流変換器

に流れ、直流交流変換器 7 で直流に変換されてバ ッテ リー 8 に供給されて

バ ッテ リー 8 が充電される。

[0061 ] このように本実施形態の車載回転電機システムでは、第 1 実施形態のスィ

ツチ 5 2 に代えてコンデンサ一 5 3 を使用するので、第 1 実施形態 と同様の

機能を安価に達成できる。

[0062] (車載回転電機システムの第 3 実施形態）

図 9 は、本発明による車載回転電機システムの第 3 実施形態を示す図であ

る。

[0063] 本実施形態では、直列接続されたコンデンサ一 7 5 及びコンデンサ一 7

5 2 が、ノくッ テ リ一 8 に並列に接続されている。そ して リアク トル 5 1 は、

—端が二次コイル 4 2 に接続され、他端がコンデンサ一 7 5 1 及びコンデン

サ一 7 5 2 の間に接続される。

[0064] 本実施形態のように構成すれば、 コンデンサ一 7 5 2 が、図 8 のコンデン



サ一 5 3 の機能をも果たすようになる。 したがって第 2 実施形態に比較 して

製造コス トを安価にすることができる。 また全体的なサイズを小形化できる

[0065] (車載回転電機 システ ムの第 4 実施形態）

図 1 0 は、本発明による車載回転電機 システ ムの第 4 実施形態を示す図で

ある。

[0066] 本実施形態の電力回路 9 は、ダイオー ドブリッジ形全波整流器 と、カ率改

善回路 と、 M O S F E T 型インバーターと、を組み合わせた A C / A C コン

バーターを含む。

[0067] 電力回路 9 は、車外電源の周波数 （5 0 ~ 6 0 H z ) を整流 して一旦直流

に してインバーターによって数 1 O O H z 〜数 k H z の正弦波などの交流電

流に変換する。

[0068] このような構成にすることで、 トランス及びコンデンサ一の動作周波数を

高 くすることができるので、エネルギー貯蔵量が小さくなる。 この結果、製

造コス トを安価にすることができるとともに、全体的なサイズを小形化でき

る。 また、充電中に回転電機 に流れる電流を高周波化できるので、回転電機

の微小 トルクによる振動減衰を高めることができる。すなわち車外電源の周

波数が 5 0 ~ 6 0 H z 程度の場合であっても、充電中に回転電機か ら騒音や

振動を発生することを防止できる。

[0069] なお本実施形態では、ダイ才一 ドプリッジ形全波整流器を用いる場合で説

明 した。 しか しなが らこれには限定されない。 M O S F E T などで構成され

るフルブリッジ全波整流器を用いてもよい。 これは、特に、車輛か ら車外電

源に電力を戻す場合 （いわゆる売電の場合）に有効である。

[0070] (車載回転電機 システ ムの第 5 実施形態）

図 1 1 は、本発明による車載回転電機 システ ムの第 5 実施形態を示す図で

ある。

[0071 ] 本実施形態では、第 4 実施形態で設けていた力率改善回路を省略 し、直流

交流変換器（回転電機駆動用インバーター）7 で力率改善制御を実行する。



[0072] 車外電源から供給される充電電力は、 トランス電流にトランス電圧を乗算

して求められる。 トランス電流は回転電機駆動用ィンバ一タ一 7 で制御でき

るので、車外電源側の電力をコン トロールできる。具体的には、車外電源側

電流を力率 1の正弦波とするため、電圧V s の2 乗に比例した電力を、 トラ

ンス通過電力の車外電源周波数の2 倍周波数成分となるように、 トランス電

流を回転電機駆動用ィンバ一タ一 7 で作り出せばよい。すなわち、

( トランス電流振幅）∞ V s 2÷ ( トランス電圧振幅）

[0073] このように制御することで、車外電源側専用の力率改善回路が不要となる

ので、製造コストを安価にすることができるとともに、全体的なサイズを小

形化できる。

[0074] (車載回転電機システムの第 6 実施形態）

図 1 2 は、本発明による車載回転電機システムの第 6 実施形態を示す図で

ある。

[0075] 本実施形態は、上記各実施形態を最適に組み合わせた例を示す。

[0076] 回転電機としては、図6 に示したものを用いる。これによつてリアクトル

が不要になる。また二次コイル4 2 は、一端が中性点（N線）に接続され、他

端がコンデンサ一 7 5 及びコンデンサ一 7 5 2 の間に接続される。さらに

力率改善回路は設けることなく、直流交流変換器（回転電機駆動用ィンバータ

一）7 で力率改善制御を実行する。

[0077] このようにすることで、部品点数を大幅に減らすことができ、製造コスト

が非常に安価になるとともに、全体的なサイズを小形化できる。

[0078] (車載回転電機システムの第 7 実施形態）

図 1 3 は、本発明による車載回転電機システムの第 7 実施形態を示す図で

ある。

[0079] 車外電源から供給される充電電力は、 トランス電流にトランス電圧を乗算

して求められる。本実施形態では、 トランス電流及び トランス電圧を制御す

る。 トランス電流は、回転電機駆動用インバーター 7 で制御可能である。 卜

ランス電圧は、電力回路 9 のA C / A C コンバータ一で制御可能である。



[0080] そして本実施形態では、回転電機駆動用インバ一タ一7 で制御する 卜ラン

ス電流の位相と、電力回路 9 のA C / A C コンバータ一で制御する トランス

電圧の位相と、が、一致するように制御する。

[0081 ] このように制御することで、 トランス動作力率が高まる。力率が高まれば

、 トランス、カップリングコンデンサ一を小形化でき、製造コス トも安価に

なる。

[0082] (車載回転電機システムの第 8 実施形態）

図 1 4 は、本発明による車載回転電機システムの第 8 実施形態を示す図で

ある。

[0083] 本実施形態の電力回路 9 は、一次コイル 4 と並列にコンデンサ一 9 を

接続 して共振回路を形成する。

[0084] このように構成 しても、 トランス動作力率が高まる。力率が高まれば、 卜

ランス、カップリングコンデンサ一を小形化でき、製造コス トも安価になる

。また、電力回路 9 のA C / A C コンバータ一内のインバーター I N V の電

圧を抑制できるので、小形のィンバ一タ一を使用できる。

[0085] (車載回転電機システムの第 9 実施形態）

図 1 5 は、本発明による車載回転電機システムの第 9 実施形態を示す図で

ある。

[0086] 上記各実施形態では、電力回路 9 として、車外電源からの電力を流す回路

を掲げて、車外電源からの電力でバッテリー 8 を充電する場合を説明した。

[0087] 本実施形態の電力回路 9 は、車両に搭載された補機用バッテリーに電流を

流 し、車両に搭載された補機用バッテリー（電圧 1 2 ~ 1 4 V ) を充電する回

路である。

[0088] 図 1 5 に示されるように、回転電機 1 ， 卜ランスなどの構成は、上記各実

施形態と同様であり、同じように装置全体の小形化、低コス ト化を図ること

が可能である。

[0089] 以上、本発明の実施形態について説明したが、上記実施形態は本発明の適

用例の一部を示 したに過ぎず、本発明の技術的範囲を上記実施形態の具体的



構成 に限定する趣 旨ではない。

[0090] た とえば、上記実施形態では、孔 2 1 a を、ステ一タ一鉄心 2 の一部が

凸設されたタブ 2 2 に形成する場合を例示 したが、 タブ 2 2 を形成する

ことな く、ステ一タ一鉄心 2 に孔 2 a を形成 してもよい。

[0091 ] また、車載回転電機 システムの第 1 ~ 8 実施形態においては、車外電源 を

使用 してバ ッテ リ一 8 を充電する場合を例示 して説明 したが、同様のシステ

厶で、車輛で発電 した電力を車外電源 に送電するシステムにも適用できる。

[0092] さ らに上記実施形態では、 ラジアルギャップモータ一を例示 して説明 した

が、 アキシャルギヤップモータ一に適用 してもよい。

[0093] さ らにまた上記実施形態は、適宜組み合わせ可能である。

[0094] 本願は、 2 0 1 0 年 1 0 月 1 9 曰に日本国特許庁に出願 された特願 2 0

0 - 2 3 4 7 6 5 に基づ く優先権 を主張 し、 この出願の全ての内容は参照に

より本明細書 に組み込 まれる。



請求の範囲

[ 請求項 1] ロータ一（1 0 ) と、

ステ一タ一鉄心 （2 ) と、

前記ステ一タ一鉄心 （2 ) に絶縁状態で巻かれて形成 されるととも

に、電力回路 （9 ) に接続 される トランス一次 コイル （4 ) と、

前記ステ一タ一鉄心 （2 ) に絶縁状態で巻かれて形成 されるととも

に、直流交流変換器 （7 ) を介 してバ ッテ リー（8 ) に接続 される 卜ラン

ス二次 コイル （4 2 ) と、

を含む回転電機。

[ 請求項2] 請求項 1 に記載の回転電機 において、

前記直流交流変換器 （7 ) は、 直流電力線 （7 , 7 n ) がバ ッテ

リ一（8 ) に接続 され、交流電力線 （7 2 u ， 7 2 V , 7 2 w ) が前記ス

テ一タ一鉄心 （2 ) のテ ィース（2 ) に絶縁状態で巻かれて形成 さ

れるステ一タ一コイル （2 2 ) に接続 され、

前記 トランス二次 コイル （4 2 ) は、一端が回転電機 の中性点に接続

され、他端が前記直流交流変換器 （7 ) の正側直流電力線 （7 p ) 又 は

負側直流電力線 （7 n ) に接続 される、

回転電機。

[ 請求項3] 請求項 1 又 は請求項 2 に記載の回転電機 において、

前記ステ一タ一鉄心 （2 1 ) は、前記 口一タ一（1 0 ) の外 に配置 され

るとともに、 ロータ一軸方向に貫通する トランス形成孔 （2 1 a ) を有

し、

前記 トランス一次 コイル （4 ) 及び前記 トランス二次 コイル （4 2 )

は、前記 トランス形成孔 （2 1 a ) を揷通 して前記ステ一タ一鉄心 （2

) に巻かれて形成 される、

回転電機。

[ 請求項4] 請求項 1 又 は請求項 2 に記載の回転電機 において、

前記 トランス一次 コイル （4 ) 及び前記 トランス二次 コイル （4 2 )



は、前記ステ一タ一鉄心 （2 ) の軸 を対称 に互いに対向するように前

記ステ一タ一鉄心 （2 ) のテ ィース（2 ) に巻かれて形成 される、

回転電機。

[ 請求項 5] 請求項 4 に記載の回転電機 において、

前記 トラ ンス一次 コイル （4 ) 及び前記 トラ ンス二次 コイル （4 2 )

は、所定の ピッチ数及び所定の分布数で前記ステ一タ一鉄心 （2 ) の

テ ィース（2 1 1 ) に巻かれて形成 されるが、少な くとも 1 ペ アのテ ィ

—ス（2 1 a ) には巻かれない、

回転電機。

[ 請求項 6] 請求項 5 に記載の回転電機 において、

前記所定の ピッチ数 は、 スロッ 卜数 を極対数で除算 した値の整数倍

である、

回転電機。

[ 請求項7] 請求項 5 又 は請求項 6 に記載の回転電機 において、

前記所定の分布数 は、 スロッ 卜数 を極対数で除算 した値の整数倍で

ある、

回転電機。

[ 請求項8] 請求項 1 か ら請求項 7 までのいずれか 1 項 に記載の回転電機 におい

て、

口一 ドホイール （2 0 ) の内周側 に配置 されるインホイール タイプ

であ り、

前記 トランス二次 コイル （4 2 ) と前記直流交流変換器 （7 ) との間に

接続 されるとともに、回転電機ハ ウジングの外周 に配置 される リアク

トル （5 ) をさ らに含む、

回転電機。

[ 請求項 9] 請求項 1 か ら請求項 7 までのいずれか 1 項 に記載の回転電機 におい

て、

前記ステ一タ一鉄心 （2 1 ) は、 ロータ一軸方向に貫通する リアク 卜



ル形成孔 （2 b ) を有 し、

前記 トランス二次 コイル （4 2 ) と前記直流交流変換器 （7 ) との間に

接続 されるとともに、前記 リアク トル形成孔 （2 1 b ) を揷通 して前記

ステ一タ一鉄心 （2 1 ) に巻かれたコイル （5 a ) で形成 される リアク

トル （5 ) をさ らに含む、

回転電機。

[ 請求項 10] 請求項 1 か ら請求項 7 までのいずれか 1 項 に記載の回転電機 を使用

する車載回転電機 システムにおいて、

前記 トランス一次 コイル （4 ) に接続 される電力回路 （9 ) と、

前記 トランス二次 コイル （4 2 ) 及びステ一タ一コイル （2 2 ) に接続

される直流交流変換器 （7 ) と、

前記直流交流変換器 （7 ) に接続 されるバ ッテ リー（8 ) と、

を有 し、

前記 トランス二次 コイル （4 2 ) に接続 され、前記回転電機 が トル ク

を出力 しているときに トランス二次 コイル （4 2 ) に流れる電流 を遮断

する電流断続器 （5 2 ， 5 3 , 7 5 2 ) をさ らに含む、

車載回転電機 システム。

[ 請求項 11] 請求項 1 0 に記載の車載回転電機 システムにおいて、

前記電流断続器は、前記 卜ランス二次 コィル （4 2 ) と前記直流交流

変換器 （7 ) との間に配置 され、前記回転電機 が トル クを出力 している

ときに開放するスィ ツチ（5 2 ) である、

車載回転電機 システム。

[ 請求項 12] 請求項 1 0 に記載の車載回転電機 システムにおいて、

前記電流断続器は、前記 卜ランス二次 コィル （4 2 ) と前記直流交流

変換器 （7 ) との間に配置 されたコンデ ンサ一（5 3 ) である、

車載回転電機 システム。

[ 請求項 13] 請求項 8 又 は請求項 9 に記載の回転電機 を使用する車載回転電機 シ

ステムにおいて、



前記 トラ ンス一次 コイル （4 ) に接続 される電力回路 （9 ) と、

前記 リァク トル （5 ) 及びステ一タ一コイル （2 2 ) に接続 される直

流交流変換器 （7 ) と、

前記直流交流変換器 （7 ) に接続 されるバ ッテ リー（8 ) と、

を有 し、

前記 リアク トル （5 ) に接続 され、前記回転電機 が トル クを出力 し

ているときに リアク トル （5 ) に流れる電流 を遮断する電流断続器 （

5 2 ， 5 3 ， 7 5 2 ) をさ らに含む、

車載回転電機 シ ステ ム。

請求項 1 3 に記載の車載回転電機 シ ステ ム において、

前記電流断続器は、前記 リアク トル （5 ) と前記直流交流変換器 （

7 ) との間に配置 され、前記回転電機 が トル クを出力 しているときに

開放するスィ ツチ（5 2 ) である、

車載回転電機 シ ステ ム。

請求項 1 3 に記載の車載回転電機 シ ステ ム において、

前記電流断続器は、前記 リアク トル （5 ) と前記直流交流変換器 （

7 ) との間に配置 されたコンデ ンサ一（5 3 ) である、

車載回転電機 シ ステ ム。

請求項 1 0 又 は請求項 1 3 に記載の車載回転電機 シ ステ ム において

前記電流断続器は、前記直流交流変換器 （7 ) の コンデ ンサー（7 5

2 ) で兼用される、

車載回転電機 シ ステ ム。

[ 請求項 17] 請求項 1 0 か ら請求項 1 6 までのいずれか 1 項 に記載の車載回転電

機 シ ステ ム に お い て、

前記電力回路 （9 ) は、力率改善回路 を含む、

車載回転電機 シ ステ ム。

[ 請求項 18] 請求項 1 0 か ら請求項 1 6 までのいずれか 1 項 に記載の車載回転電



機 システムにおいて、

前記直流交流変換器 （7 ) は、車外電源側交流の電流及び電圧 に基づ

いて、力率改善制御 を実行する、

車載回転電機 システム。

[ 請求項 19] 請求項 1 0 か ら請求項 1 8 までのいずれか 1 項 に記載の車載回転電

機 システムにおいて、

前記電力回路 （9 ) は、前記 トランス一次 コイル （4 ) の電圧 を制御

し、

前記直流交流変換器 （7 ) は、前記 トランス二次 コイル （4 2 ) の電流

を制御 し、

前記電力回路 （9 ) 及び前記直流交流変換器 （7 ) は、前記 トランス一

次 コイル （4 ) の電圧の位相 と前記 トランス二次 コイル （4 2 ) の電流

の位相 とがー致するように制御する、

車載回転電機 システム。

[ 請求項20] 請求項 1 0 か ら請求項 1 9 までのいずれか 1 項 に記載の車載回転電

機 システムにおいて、

前記 トランス一次 コイル （4 ) に並列に接続 されるコンデ ンサ一（

9 ) をさ らに含む、

車載回転電機 システム。
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